
転石の等価直径分布
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危険度 状況 頻度 割合%

Ａ ・地山より浮き出し，近い将来落下する可能性が大きい 38 27.3

Ｂ ・転石周辺の侵食が進めば，落石となる可能性がある 63 45.3

Ｃ ・2/3以上埋没し，地山なりの状態である。 38 27.3

・ロ－プ掛工等の既設により安定している。

・落石到達時E=25kN.mより小さく，既存の防護柵で抑止可能な規模である

計 139 100.0
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１ はじめに 

静岡県東伊豆町稲取磯脇地区は海岸に面した45度以上の急峻な自然斜面で，下方には伊豆急行線の軌道があり，

崩壊，落石，倒木等が発生すると，その運行に支障を来すおそれが大きい状況にある。そのため，落石センサ－

を付設した防護柵や洞門等が設置されている。対象斜面では平成 10 年 6 月に崩壊が発生し，その復旧が図られ，

荒廃移行地には斜面安定・自然景観の保全を目的に自然斜面補強土工法であるノンフレ－ム工法が施工されてい

る。ノンフレ－ム工法の施工斜面は，急峻・脆弱な地形・地質条件に加え，林冠が閉鎖した常緑広葉樹林である

こと等から，地表侵食が過度に進行した区域では土中の転石が浮きだし，落石のおそれがでてきた。 

本報では，ノンフレ－ム工法を施工した斜面において，その機能を活用したネット（：ノンフレ－ムネット）

を設置し，落石の発生予防を図った事例を報告する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1(a)：調査位置      図-1(b)：対象斜面と保全対象        図-1(c)：斜面内の状況 

（地表侵食が進んだ区域） 

２ 調査結果 

２．１ 転石の分布状況 

対象斜面内で落石のおそれのある転石の分布状況を調査し，相対的な危険度評価を行った。その結果，等価直

径30㎝以上の転石として139個が確認され，このうち何らかの対策が必要と考えられる危険度Ａ，Ｂの転石は101

個であった。そのうち，ノンフレ－ム施工地内で確認された転石は45個であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2(a) 転石の分布 

 

 

２．２ 既往施設の可能吸収エネルギ－ 

既存の落石防護柵はセンサ－が付設されているが，緩衝材はなく，支柱，壁材間は金網（菱形金網3.2φ）また

はエキスパンドメタルが設置されている。落石が直撃した場合，最も可能吸収エネルギ－が小さいのは，壁材間

の金網と考えられる。金網の可能吸収エネルギ－は，落石対策便覧 1)によれば，25kN･m とされていることから，

落石到達時のエネルギ－がそれ以下であれば，既往施設で対応可能と考えられる。防護柵の位置での落石エネル

ギ－を計算すると，直径30㎝以下の落石規模であれば，転石分布域のいずれから落ちても対応可能と考えられた。 



予防工 ノンフレ－ム内 ノンフレ－ム外

破砕・整理 × ○

既設に支障がでるので不適 対象は危険度Aの転石とする

被覆工 × ×

森林を伐採せず保全することが望ましいので不適

固定工 ○ ×

ノンフレ－ムネット工により既設
の機能を活かし固定できる

転石が散在し非効率

根固工 × ×

堅固な地盤がない，地表侵食が卓越するので不適

柵工 × ○

既設が支障となり不適 対象は危険度Bの転石とする

防護工

斜面内では落石は跳躍せず，エネルギ－も小さいので不経済

図－３ 工法の検討
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図-2（b）既存の落石防護柵 

 

３ 対策工法の選定 

現地調査と落石シュミレ－ションにより，落石の挙動は斜面内では滑

り・回転運動で，軌道の切取面上端で跳躍すると推定された。よって，斜

面内に予防工を施すことにより，既存の防護柵の可能吸収エネルギ－まで

落石の規模を小さくする対策が有効と考えられた。対策はノンフレ－ムの

施工地の内外で分けて検討した。ノンフレ－ムの施工地内においては，既

存のノンフレ－ムの機能を活用できて，地表の攪乱も小さい工法として，

ノンフレ－ムネットを第一に検討した。                                   

ノンフレ－ムネットとはノンフレ－ムワイヤの所定の位置に連結金具を取り付け，ネットワイヤを張り巡らせ

るもので，標準的には1辺50㎝の正三角形によってノンフレ－ムの枠内が細分化され，落石の初期移動を抑止す

ることができる。 

 

４ シュミレ－ションによる検証                    

ノンフレ－ムネットはノンフレ－ムのワイヤ1辺2.0mの正三角形内に，0.5mの等間隔にワイヤを張る方法であ

ることから，この目合いからもれ出す落石（図 4(a)参照）を対象に，吉田等のシュミレ－ション手法を用いて，

その挙動を推定した（（図4(b)参照）。 

結果は下記のとおりである。 

１）落石の99.3%は跳躍高2.0m以下で，既存

の防護柵の高さ以下である。 

２）落石の到達時のエネルギ－はいずれも

E=10kN･m以下で，金網の可能吸収エネルギ－

値以下である。                 図-4（a）：設計落石径の考え方 

３）以上より，ノンフレ－ムネットから  

落石がもれ出したとしても既存の防護柵で対応可能と考えられた。   図-4（b）シュミレ－ションによる検証図 

５ ノンフレ－ムネットの施工 

現地調査の結果，施工対象となるノンフレ－ムの枠数は５５であった。このうち，

転石自体に亀裂が多い場合や，主たる転石の周りに中小礫が多く分布している場所

（１５枠）については金網を併用し，小規模な土砂礫の移動も抑止することとした。 
６ まとめ 

ノンフレ－ム工法は表層崩壊の発生を防止するとともに，支圧板，ワイヤには地

表侵食を軽減する効果がある 3)。しかし，過度に侵食が卓越する立地条件下では，

転石が浮き出してくる場合がある。また，ノンフレ－ム工法の計画地に転石が分布

している場合もある。このような現場において，ノンフレ－ム工法の機能を活かし

たノンフレ－ムネットを設置することは，自然景観を保全しながら表層崩壊の防止

と落石の発生予防を同時に図ることができる，効率的かつ効果的な手法であると考

えられる。 
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